[bookmark: _GoBack]様式第1号(第5条関係)
補助金等交付申請書
年　　月　　日　　
　　米原市長　　　　様

	住所　　

	
	　


申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	氏名　　

	
	　


　米原市補助金等交付規則第5条の規定により、次のとおり補助金等の交付を申請します。

	1
	補助年度
	令和７年度
	2
	補助金等の交付申請の額
	円

	3
	補助金等の名称
	　米原市事業者人材育成支援事業補助金

	4
	補助事業等の名称
	　事業者人材育成支援事業

	5
	補助事業等の目的
	　事業計画書のとおり

	6
	補助事業等の内容
	　事業計画書のとおり

	7
	補助事業等の経費所要額
	予算総額
(円)
	左の財源内訳

	
	
	
	区分
	市補助金
	自己資金
	　
	　

	
	
	　
	金額(円)
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	割合(％)
	　
	　
	　
	　

	8
	着手および完了予定年月日
	着手予定　　令和　　年　　月　　日
完了予定　　令和　　年　　月　　日

	9
	補助事業等の効果の見込み
	　事業計画書のとおり

	10
	添付書類
	米原市事業者人材育成支援事業補助金交付要綱に定める書類



様式第１号（第６条関係）
年　　月　　日
事業者人材育成支援事業　事業計画書
１．事業所概要
	事業所名
	

	所在地
	〒

	代表者
役職・氏名
	

	従業員数
	人

	貴社の
事業内容
	

	担当者
	役職・氏名

	
	電話番号

	
	E-mail

	確認事項
	他の補助制度の活用（□にチェックをしてください。）
	· 無・□ 有



２．宣誓および同意
	
確認欄　　□　次の内容を確認しました。（□にチェックを入れてください。）

本補助金の交付申請に当たり、次のとおり宣誓します。また、補助金の交付の可否を判断するために、米原市が住民基本台帳および市税等に関する公簿を閲覧することに同意します。
(１)米原市事業者人材育成支援事業補助金交付要綱に定める補助対象者の要件を満たし
ていること。
(２)申請書類および証拠書類等の内容に虚偽や不正がないこと。
(３)米原市が行う関係書類等の提出指導、事情聴取、立入検査等の調査に応じること。
(４)不正受給または法令違反が判明した場合は、交付を受けた補助金の全額を返還すること。



３．添付資料
・市内で事業を営んでいることがわかる書類（登記事項証明書、市税に係る法人設立（開設）申告書、開業届の写し等）
・受験者数および受験等費用見込一覧（様式第２号）
・試験等の内容および経費がわかる書類（試験案内、パンフレットの写し等）
・従業員との雇用関係がわかる書類（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）の写し等）

４．資格および免許の概要（本紙は取得または更新を予定する資格ごとに作成してください。）
	資格等の名称
	

	受験日または期日
	　　　　年　　月　　日　　～　　　　　　年　　月　　日

	資格等の認定団体名
	

	受験者氏名
	No
	氏名
	住所
	生年月日
	受験等費用(円)
※税抜き

	
	１
	
	
	
	

	
	２
	
	
	
	

	
	３
	
	
	
	

	
	４
	
	
	
	

	
	５
	
	
	
	

	
	合計
	円

	事業概要
	本紙に記載した資格等の根拠法令、取得し、または更新する目的と必要性を記載してください。






	
	期待される効果を記載してください。








※事業者が直接雇用し、雇用期間の定めがない従業員が資格等を取得し、または更新するために要する経費のみ対象です。
※令和８年３月31日までに合否が発表され、その期限内に支払いを完了したものが補助対象経費の対象になります。

様式第２号（第６条関係）
年　　月　　日
受験者数および受験等費用見込一覧

	
	資格等の名称
	受験等費用（円）
※税抜き
（①）
	受験者数（人）

（②）
	資格等ごとの受験等費用
※税抜き
合計（円）（①×②）

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	10
	
	
	
	

	合計
	人
	円

	Ａ　補助対象経費
（千円未満切捨て）
	
　　　　　　円

	Ｂ　補助金の交付申請額
（Ａ×１／２　千円未満切捨て）
	
　　　　　　円



